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令和７年度予算編成方針 

 

 

１ 本市を取り巻く国の経済情勢 

内閣府が公表した令和６年９月の月例経済報告によると、我が国経済の基調判断は、

「景気は、一部に足踏みが残るものの、緩やかに回復している。」とし、先行きは、「雇用・

所得環境が改善する下で、各種政策の効果もあって、緩やかな回復が続くことが期待さ

れる。」とする一方で、「欧米における高い金利水準の継続や中国における不動産市場

の停滞の継続に伴う影響など、海外景気の下振れが我が国の景気を下押しするリスク

となっている。また、物価上昇、中東地域をめぐる情勢、金融資本市場の変動等の影響

に十分注意する必要がある。」と指摘している。 

 

政策の基本態度としては、「経済財政運営と改革の基本方針 2024～賃上げと投資

がけん引する成長型経済の実現～等に基づき、物価上昇を上回る賃金上昇の実現や官

民連携投資による社会課題解決と生産性向上に取り組む。」「デフレ完全脱却のための

総合経済対策及びその裏付けとなる令和５年度補正予算並びに令和６年度予算を迅速

かつ着実に執行する。また、足元の物価動向の中、年金生活世帯や中小企業にとっては

厳しい状況が続いており、まずは、早急に着手可能で即効性のある対策を講じるなど、

二段構えでの対応を行っていく。」「被災者の生活と生業（なりわい）支援のためのパッ

ケージに基づき、令和６年能登半島地震の被災者の生活、生業の再建をはじめ、被災地

の復旧・復興に至るまで、予備費を活用し切れ目なく対応する。」とし、こうした取組によ

り、デフレからの完全脱却、成長型の新たな経済ステージへの移行を実現していくとし

ている。 

 

また、「経済財政運営と改革の基本方針2024 ～賃上げと投資がけん引する成長型

経済の実現～」（骨太方針）では、「財政健全化の「旗」を下ろさず、これまでの目標に取

り組むとともに、今後の金利のある世界において、国際金融市場の動向にも留意しつ

つ、将来の経済・財政・社会保障の持続可能性確保へとつながるようその基調を確かな

ものとしていく。そのため、2025年度の国・地方を合わせたＰＢ黒字化を目指すととも

に、計画期間を通じ、その取組の進捗・成果を後戻りさせることなく、債務残高対ＧＤＰ

比の安定的な引下げを目指し、経済再生と財政健全化を両立させる歩みを更に前進さ

せる」とし、昨年の骨太方針と同様「経済あっての財政」との考え方の下で、経済を成長

させ、そして財政健全化に向けて取り組んでいくとしている。 
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２ 本市の財政状況について 

① 令和５年度決算について 

令和５年度一般会計決算（繰越分含む）は、歳入３２５.１億円、歳出３１１.５億円とな 

り、翌年度への繰越財源２.３億円を除いた実質収支は、１１.３億円の黒字決算となっ

た。しかしながら、財政調整基金の積み立てや取り崩しの影響を加味した実質単年度

収支は、３.８億 円の赤字決算となっている。直近６年中５期の赤字決算となり、その年

の収入で支出を賄えない赤字体質が続いている。 

その要因は、第１に、合併算定替え制度の終了による実質的な普通交付税の減少分 

に対し、歳出抑制を中心とする行財政改革が十分ではないこと。第２に、インフラ整備

や公共施設の更新を市債に依存したことによる公債費の高止まりである。 

また、経常収支比率が昨年度と同じ 97.5％となっており、人件費や公債費などの 

義務的経費のほか、公共施設の維持管理費など経常的な経費が財政運営を圧迫し、政

策的な事業を実施する余裕がないことを裏付けている。 

 

② 令和６年度予算について 

令和６年度当初予算は、第２次総合計画に基づく事業のほか、社会的課題である人

口減少対策事業等の重点化を図るとともに、引き続き豪雨災害からの復興の継続と、

南海トラフ巨大地震等に備えた災害に強いまちづくりの推進に取り組む編成とした。   

当初予算では、前年度から 10億円増となる２９４.７億円を計上したが、旧合併特例

債が活用できる最終年度となっていることから、継続中の大型事業の影響によるもの

である。義務的経費である人件費５３億円、扶助費３７億円、公債費４２億円の高止まり

とともに、企業会計への繰出金や公共施設等の維持管理及び修繕・更新費用が財政運

営を圧迫し、財政調整基金８.３億円、減債基金４.０億円を取り崩し補填した。 

なお、物価高騰関連事業、豊後水道地震・台風１０号に関する災害経費などを追加

し、６号補正後は、３０９.０億円を計上している。 

 

③ 今後の財政見通しについて 

平成 28年度末に 48.3億円の残高があった財政調整基金は、令和６年度末には、

10～12億円あたりの残高になる見通しであり、令和７年度当初予算編成で、例年同

規模の取り崩しを行った場合、令和７年度期首時点の残高は、わずか数億円となる。 

そのような中で、歳入面では、国の制度が大きく変わらない限り、一般財源の歳入確

保は厳しい現状にあるとともに、億単位での増加が期待できるふるさと納税も伸び悩

んでいる状況にある。 

歳出面では、社会情勢による物価高騰や賃金・給与改定等により、引き続き予算規

模全体の押し上げが想定される。また、公債費の償還ピークを今後迎えることから、令

和９年度から令和 10年度あたりをピークに、財源不足は更に拡大し、厳しい財政運営

に直面する見通しである。 
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財政健全化に向けて、起債枠の設定による公債費の縮減に取り組んでいるものの財

政的効果が見えてくるのは、令和 1３年以降である。また、定員管理計画の推進による

人件費の抑制に取り組んでいるものの、効果が出るまでには数年の時間を要するとと

もに、給与改定の影響が削減効果を上回る状況にある。 

全庁的に一体となった集中的な行財政改革を加速し、抜本的な財政構造の改革によ

る赤字体質の改善に向けた取り組みを急がなければならない。 

 

④ 令和７年度当初予算１次要求の状況について 

１次要求基準に基づく、現時点の各課１次要求の状況は、次のとおりである 

※現時点で財政調整基金、減債基金の補填財源の投入は行っていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 R5（最終） R6（最終） R7（１次要求） 

歳入予算 284.7億円 294.7億円 285.2億円 

歳出予算 284.7億円 294.7億円 303.8億円 

差し引き 0億円 ０億円 ▲18.6億円 

＜主な財源内訳＞    

市税 32.4億円 32.0億円 33.１億円 

普通交付税 111.0億円 109.5億円 110.0億円 

特別交付税 12.5億円 12.5億円 13.0億円 

繰越金 3.0億円 3.0億円 3.0億円 

財政調整基金 8.2億円 8.3億円 － 

減債基金 3.0億円 4.0億円 － 

市債 30.1億円 34.9億円 2２.５億円 

                  

3



 

 

３ 基本方針について 

令和７年度当初予算は、次の考え方に基づいて取り組むものとする。 

 

① 第２次総合計画に基づく事業の重点化 

「変革、それこそ夢と希望を叶える唯一のすべである」をテーマとした第２次総合計 

画に基づく取り組みを着実に推進することが重要である。新たに導入する行政経営シ 

ステムを用いて、成果指標の達成状況を踏まえた事業の必要性を整理する。 

 

② 人口減少対策の推進 

    本市が抱える最大の課題である人口減少対策については、変革の好機と捉え、全て 

   の事業は人口減少対策に繋がるとの理念のもと、スクラップ＆ビルドを徹底する中に 

おいて、次世代型行政サービスへの転換を目指す。 

 

③ 豪雨災害からの復興と災害に強いまちづくりの推進 

平成 30年豪雨災害から６年が経過する中、引き続き復興事業に取り組む。 

また、地震・豪雨の自然災害が日常化する中で、南海トラフ巨大地震に備え、能登半 

島地震の教訓を踏まえた防災・減災の取り組みを強化する。 

 

④ 適正な収支バランスが取れた財政構造の実現 

持続可能な財政基盤の構築に向け、赤字体質からの脱却を図るため、財源確保と歳 

出予算の抑制を強化し、基金に依存しない予算編成を目指す。 

 

＜適正な収支バランスの実現目標＞ （赤字体質を脱却する財政運営） 

・財政調整基金当初予算投入額及び期首残高  

① 段階的な縮減により令和１１年当初取り崩し額「３億円以下」を目標とする。 

② １１年当初予算編成後の期首残高「１０億円以上」を目標とする。 

・市債発行額は、２５億円以下（災害・臨時財政対策債除く）を目標とする。 

 

 ＜集中的な行財政改革に向けた取り組みについて＞ （Ｒ８～Ｒ１０） 

今後迎える財政難のピークを乗り越えるため、直ちに行財政改革に取り組まなけれ

ばならないが、「適正な収支バランスの実現目標」のハードルは非常に高く、一体的か

つ集中的な改革でなければ、実現は困難である。 

このことから、本年度の予算編成においては、今後の集中的な行財政改革の着手を

見据え、次の内容の洗い出し作業を併せて行うこととする。 

・選択と集中を踏まえた休止・廃止事業等のリスト化 

・公共施設・組織の再編・統廃合等の更なる加速及び施設運用の見直し内容のリスト化。 

・料金改定・新たな財源調達・財産売却・運用等の収入確保に向けた内容のリスト化。 

・定員管理、働き方改革及びデジタル活用による業務効率化の強化策のリスト化。  など 
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４ 歳入予算 

財政運営の基本は、歳入見通しを的確に把握し、歳入に見合う歳出を心がけることで 

あり、歳入の確保は歳出の前提である。 

歳入の予算編成における基本的な考え方は、次のとおりとする。（実務的内容は 1次要

求基準の掲載内容を参考にすること。） 

 

① 市税 

市税は、税制改正の動向、社会経済情勢等を十分勘案し、課税の対象範囲、対象者数 

等を補足するとともに、過去の徴収実績に加え、未徴収額の解消に最大限努力するこ

とを念頭に適切に見積もること。 

当初予算額と決算額が大きく乖離することがないよう予算要求すること。 

 

② 地方交付税、交付金等 

地方交付税、譲与税、その他交付金等は、制度改正の動向等を踏まえ見積もること。 

 

③ 国庫支出金、県支出金 

国の概算要求・補正予算、県の施策の動向を的確に把握するとともに、積極的な財

源確保に努める 。近年、国庫補助金の年度当初の内示が３割程度減額される傾向に

ある。旧合併特例債が終了し、過疎債も減額される傾向にあり、国庫補助金の内示減

額分を市債に振り替えることは、今後困難な状況である点に注意すること。また、内示

が減額された場合の対応策を事前に準備しておくこと。 

    なお、国・県の補助事業であっても、一般財源の持ち出しがある場合は、財政運営に

影響が及ぶため慎重に判断することが求められる。 

 

④ 市債 

臨時財政対策債・災害分の起債を除いて、起債枠２５億円を設定する。起債枠・大型 

事業ヒアリングの事前調整結果に基づいて予算要求すること。 

近年、過疎債の内示が３割程度削減される傾向にある。これまでは、旧合併特例債に

振り替えるなどにより対応してきたが、合併特例債が終了するため、今後は削減分に

ついては自己財源を投入するか、事業を中止・延期するかの選択が中心となる。 

内示が減額された場合の対応策を事前に準備しておくこと。 

 

⑤ 使用料、手数料、分担金等 

手数料の基礎となる諸経費が物価高騰により大きく上昇している場合は、手数料等

の改正について検討しておくこと。 

 

⑥ 財産収入 

財産収入については、「公共施設等総合管理計画」等に基づき、その利用状況を点検 

                  

5



 

 

し、行政財産の機能廃止を含めて積極的に有償貸付等の活用を検討すること。利用計

画の無いものは、売却等の処分を図ること。 

 

⑦ 繰入金 

各課所管の基金は、財源確保が厳しい現状を踏まえ、既存事業への充当を積極的に 

拡充する方法を具体的に調整すること。 

ふるさと応援基金の充当事業は、一般財源ベースでの査定を行ったうえで、財政課査 

定後において充当先を決定する。 

 

 

５ 歳出予算 

歳出の予算編成における基本的な考え方は、次のとおりとする。①必要性、②緊急性 

③計画性、④費用対効果、⑤妥当性の５要素を確認し、見積額を精査して要求すること。 

（実務的内容は 1次要求基準の掲載内容を参考にすること。） 

 

① 実績評価に基づく予算要求 

既存事業について、当初の目的に照らし効果が認められず、または悪化している場 

合は、事業の必要性を十分に検討すること。 

 

② 新規事業における予算要求 

義務的な経費を除いて、新規・増額の要求は、必ず廃止・縮減事業を併せて提案する 

こと。計画性の低い新規事業の着手は、今後の財政状況を悪化させる可能性があるこ

とから、原則、事業計画に基づいたもののみ予算要求を認める。 

 

③ 国又は県の事業廃止に伴う市の単独事業化における予算要求 

国・県の事業に伴い市が実施する事業について、国・県が事業を廃止した場合には、 

原則、当該事業を廃止し、予算要求は行わないこと。 

 

④ 特別会計及び公営企業会計への財政支援（繰出金事業）における予算要求 

繰出金の算出にあたっては、原則、国の方針で定める一般会計が負担すべき繰出基 

準に基づいた金額とする。基準外の繰出金が生じる場合は、その原因を明確にし、事

業収入の見直し等の改善計画を講じ、事業実施に努めるものとする。 

 

⑤ 第三セクターへの財政支援及び指定管理施設管理委託料における予算要求 

第三セクターについては、独立採算を求めるものであるが、一部を除き厳しい経営 

状況が続いている。指定管理委託料及び修繕料等については、政策推進課通知の指針

に基づいて予算要求すること。 
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⑥ 各種団体への負担金補助金及び交付金における予算要求 

各種団体への補助金については、平成 17年度の見直し方針を現在まで継続してい 

るところである。活動状況、決算状況等を把握し、精査すること。 

 

⑦ 人件費の予算要求 

会計年度任用職員の予算要求については、総務課及び教育総務課の通知内容に基 

づいて適切に予算要求を行うこと。正職員についても、本市の行政組織、財政規模に

見合う採用計画・人員配置計画を策定し、中長期的な観点で職員数及び人件費の抑制

に努めること。 

 

⑧ 扶助費の予算要求 

扶助費は、社会保障制度に関わる経費として縮減が難しい面があるが、過去３～５年 

の実績、傾向及び要因を分析したうえで、要求すること。 

 

⑨ 需用費・役務費・使用料及び賃借料の予算要求 

消耗品費等をはじめとする需用費、役務費、使用料及び賃借料については、各課に 

おいて十分精査された積算で要求されているところであるが、毎年度決算により不用

額が発生している状況を鑑み、実績額を踏まえた要求とすること。 

 

⑩ 委託料の予算要求 

策定業務委託等は、職員で対応することを基本とする。 

企画・コンサル・研修的業務の委託料は、見積内容が相手方の提案となっている場合 

が多いため、内容や回数等を精査のうえ、必要性に基づいて交渉を行っておくこと。 

 

⑪ 備品購入費の要求 

新施設の更新の場合を除いて、既存備品の更新については、故障や劣化などの事情 

による場合のみとする。 

 

⑫ 地域づくり活動センター関連予算の要求 

地域づくり活動センター推進室において、一体的な管理を徹底すること。 

 

⑬ ＩＣＴ・デジタル関係予算 

業務効率化の更なる強化に向け、デジタル推進課の積極的な関与を徹底すること。 
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6 ２次要求及び予算査定について 

  課長は、説明会後、速やかに課内会議（全員）を開催し、市の財政事情及び今後の財政

運営について説明し、共有を図る。また、併せて基本方針及び職員説明会の内容を踏ま

え、部下職員に再調整・査定準備を指示するとともに、2次要求期間内に部長との協議

を行う。更に、査定時の洗い出し協議（議論）に備え、費用対効果・近隣市町の動向等につ

いて研究・整理を指示する。 

部長は、課長からの報告を受け、予算編成方針を踏まえた必要性を判断したうえで、必

要に応じて指示事項を伝えること。 

 

 

７ 日程 

① ２次要求 １１月１１日（月）～11月１８日（月） 12時〆切 

② 査定資料・行政経営システム １１月１１日（月）～11月１８日（月） 12時〆切 

③ 総務部長・財政課長査定 １１月２５日（月）～１月１６日（木）  

④ 査定内示（追加減額分） 1月１６日（木）  

⑤ 理事者査定 １月２０日（月）、２２日（水） 予定 

⑥ 理事者復活折衝申出期限 １月２３日（木） 予定 

⑦ 理事者再査定 １月２７日（月） （復活折衝）予定 

⑧ 予算書完成 ２月 7日（金）  

   ※１１月１４日時点の内容である。 
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